
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

28 28 19 3 2 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 件 ） （ 台 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29 29 20

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 台 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 34 34 20

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 台 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

362 59,040 80 5 2 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 本 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 322 54,199 60

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 本 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 326 50,960 60

近隣市
状況

■ □ □ □ □ （ 人 ） （ 本 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 13,794 320 3 3 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 世 帯 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,897 13,469 335

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 世 帯 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 12,467 398

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 世 帯 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

112 96 85.7 5 3 4

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 152 92 60.5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 146 96 65.8

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

意図

（市）東久留米市高齢者訪問理美容助成事業実施要綱
480 480

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

480 480

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

一人ぐらし65歳以上で市内に
在住（市の緊通利用者を除
く。）し、安否確認の手段が
必要と思われるもの。

手段
・

内容

要綱等

460 555

■ 該当

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

3,414 1,819 1,595 338 3,752

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

（市）ひとりぐらし高齢者乳酸飲料配布事業要綱

意図
一人ぐらし高齢者の不安を解
消し、継続的に安否確認を行
う。

前年度において

示した方向性

自主的 義務的 努力義務的

対象

要綱等

3,631

08-03-04

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
65歳以上市内在住で、要介護
3以上の者。

補助
事業 手段

・
内容

　理美容組合と業務協定を結
んだうえで、申請により年2
回利用の券を交付し、自宅訪
問の理美容を行う。

08-03-02

小平市 東村山市 清瀬市

申請者数
延 べ 配 布
本数

安 否 確 認
件数

補助
事業

乳酸飲料配布事業
給付
事業

該当

要綱等

（都）平成26年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業補助要綱
（市）ひとりぐらし高齢者乳酸飲料配布事業要綱

4,075 1,914 2,161 404 4,479

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：利用者数増の要因として、介護認定者を対
象とした介護サービス事業者による申請が目立って
いる。見守り施策との趣旨からは、介護保険制度と
の重複利用は整理・検討を要する。

現状維持

1,815 1,816 390 4,021

■

（都）平成26年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業補助要綱
（市）東久留米市緊急通報システム事業実実施要綱

42 42

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

137 137 245 382

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：東京消防庁方式を採用しているため、対象者
の要件と緊急連絡人の選定で利用者が限られてい
る。

方向性：見守り施策として、乳酸飲料配布事業と表
裏をなすもので、より緊急対応の必要性が認められ
る。

達成度

乳酸飲料事業者に業務委託し
たうえで、申請適合者に週4
回乳酸を配布し、安否確認を
行う。

評価：見守り施策の高まりとともに、本事業の周知
に努めており、地域での自治会等の取組み等による
増加が顕著である。

緊急通報システム
事業

16 240 256

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

給付
事業

意図

心臓疾患等緊急性のある持病
を持つ高齢者の不安を解消
し、緊急援助体制の確立をす
る。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

16

□ 該当

要綱等

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

利 用 世 帯
数

機 器 設 置
台数

消 防 署 か
ら の 通 報
件数

□

小平市 東村山市 清瀬市

交付枚数 利用枚数
利 用 枚 数
／ 交 付 枚
数

訪問理美容事業

460 95

給付
事業

（市）東久留米市高齢者訪問理美容助成事業実施要綱

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

在宅で介護度の高い高齢者の
整髪方法を確保する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

08-03-01

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

一人ぐらし65歳以上で市内に
在住し、慢性の心臓疾患等が
あり日常生活に支障のある者
等。

補助
事業 手段

・
内容

申請による適合者に消防庁と
連動の緊通機器を貸与し、緊
急時に救急隊が自宅に急行し
安否確認をする。

240 282

有効性

08-03-03

自主的

効率性

□

介護福祉課
地域ケア係

高齢者みまもり
ネットワーク構築
事業

小平市

給付
事業

自立生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

基本事業番号・名 08-03健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

943

補助
事業

義務的 努力義務的

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

1,887

1,887

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

□

□ 該当

943

4,776

0 4,776

0 4,776

0

該当

根拠
法令
等 介護保険法第115条の45第3項（地域支援事業の任意事業）

（市）みまもりネットワーク事業実施要綱

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

ひ と り 暮
ら し 世
帯 ・ 高 齢
者 の み 世
帯 、 見 守
り を 必 要
と す る 世
帯

み ま も り
協 力 員 の
活動回数

65歳以上の一人暮らし高齢
者・高齢者のみ世帯及び見守
りを必要とする高齢者

一人暮らし高齢者等が住み慣
れた地域で安心した生活を継
続できるよう平成15年12月か
らみまもりネットワーク事業
を実施

一人暮らし高齢者等が住み慣
れた地域で安心した生活を継
続できるよう見守りを行う。

4,776

4,776

4,776

1,887 943 1,003

943 1,003 943

943 1,003

方向性：現状分析を実施し、より利用しやすいサー
ビスを実施できるよう地域住民等の意見を聞いてい
く必要がある。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：高齢化の進行に伴い、対象者の増加が見込ま
れることから、業務を継続する必要は大である。今
後さらに利用人数を増やす方向で利用方法等につい
て検討する必要がある。

評価：在宅介護にあたり、理美容は不可欠であり、
その支援は有効である。

方向性：継続すべきであろうが、介護施設での有料
事業とは棲み分けをしている。

達成度

99 579

有効性 効率性

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

99 579

平成27年外部評価対
象事業
「乳酸飲料配布事
業」

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「高齢者の見守り体
制の見直し」

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

自立生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

基本事業番号・名 08-03健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

28 1,256 未把握 － 3 －

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 所 ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 23 1,120 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 所 ） （ 回 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 23 1,087 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 所 ） （ 回 ） （ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4,702 1,367 29 5 1 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 9,030 917 10

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 6,007 1,164 19

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 682 682 5 5 5

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）市全額） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,897 534 534

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 915 915

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,000 79 未把握 － 3 －

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （世帯）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 936 81 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（           ） （ 人 ） （ 人 ） （世帯）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 905 77 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （世帯）

達成度

1,142 5,537

有効性 効率性

有効性 効率性 達成度

0 14,565

1,928

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

0 3,311

■

介護福祉課
介護サービス係

東村山市

給付
事業

小平市

2,223

前年度において

示した方向性

介護にあたる家族の経済的負
担の軽減を図る

1,099 549 2,198 549

555

1,152

4,445 1,111

5,712

1,183 5,628

（市）高齢者紙おむつ等購入費助成金支給事
業運営要綱

4,560

要綱等

評価：在宅の要生活支援高齢者の介護に必要な紙お
むつの購入費の助成を行うことにより、高齢者の保
健衛生の向上と家族介護者の負担の軽減を図ること
ができる。

方向性：住民ニーズは高いが、対象の拡大は財政負
担が大きく、拡大は困難である。なお、平成25年度
より本事業は介護保険特別会計において実施してい
る。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

08-03-08

根拠
法令
等

自主的 義務的

（市）高齢者紙おむつ等購入費助成金支給事業運営要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

努力義務的

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

556

意図指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,560

対象
居宅において、常時紙おむつ
等を使用している要介護4･5
の高齢者

要介護4・
5の認定者
数

紙 お む つ
等 購 入 費
助 成 金 支
給 対 象 者
数

助 成 金 を
受 け た 世
帯/紙おむ
つ を 使 っ
て い る 要
介 護 者 の
い る 世 帯
数

手段
・

内容

対象者に対して月額5,000円
を支給

4,395

紙おむつ等助成事
業
（給付費）

要綱等

該当

方向性：引き続き、地域包括支援センターと効率的
に連携して行くために業務内容を検討していく。

努力義務的

4,390 4,390 0 4,390

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

65歳 以 上
の高齢者

行政補完的(改正実施年度　　年度)

0 4,390

65歳以上の高齢者

4,390

現状維持

2,890 2,890

4,390

0 2,890

08-03-07

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

在宅介護支援セン
ター運営事業

給付
事業

□

対象

意図

東村山市 清瀬市

手段
・

内容

居宅介護支援を実施するとと
もに要援護高齢者やその家族
に対して相談に応じる要綱等

自主的

該当

要綱等

要援護高齢者やその家族に対
して相談や各種福祉サービス
の利用調整を行う

小平市

（国）老人福祉法

□ 該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

総 合 相 談
件数

総 合 相 談
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して暮
らしていけるようにするために、どのような支援が
必要かを把握し、地域の機関・制度やサービスの利
用につなげる。平成25年からは、包括支援センター
を補完する機能を強化してもらうために困難事例対
応件数に応じて委託料の業務完了払方式に委託契約
内容を変更した。

政 策 的(改正実施年度　　年度)

654

378 356 0 1,801

対象
二次予防事業対象者が要介護
状態となることを予防するた
め、必要な支援を行う。

介 護 予
防 ・ 生 活
支 援 事 業
を 利 用 し
て い る 高
齢 者 （ 延
べ）

新 規 介 護
認定者数

介 護 予 防
事 業 等 の
参 加 者 の
う ち 新 規
介 護 認 定
者 数 が 占
める割合

手段
・

内容

地域包括支援センターが行う
課題分析、介護予防ケアプラ
ンの作成、モニタリングを行
う。

3,311 1,308 654 695

1,928 762 381 404 381 0

有効性 効率性

評価：被保険者が地域で自立した日常生活の支援の
ために必要な事業である。介護給付費の削減を図
り、介護保険事業の安定化を図ることができる。

方向性：Ｈ29年度に開始予定である「介護予防・日
常生活支援総合事業」に向けて調整が必要であるた
め、検討していく。

自立支援事業

要綱等

711 356

給付
事業

□ 該当

要綱等

08-03-06

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

介護保険法第115条の45

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

1,801

特定高齢者が日常生活を自立
できるよう意欲を引き出し生
活を支援する。

小平市 東村山市

28年度以降
方向性

評価：地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例
について指導・助言等を行うことで介護保険サービ
ス利用者の支援につながっている。

14,565

現状維持

指定管理

0 14,565

義務的

その他（　　　　　　　  ）

14,565 5,753 2,877

意図

居宅介護支援事業所のケアマ
ネージャーのスキルアップを
図り、サービスの質の向上と
充実を目指す。

東村山市

2,877 3,058 2,877

介護保険法第115条の45第１項
14,565 2,877 3,058 2,877

小平市

自主的

該当

要綱等

要綱等

3,058 2,877 0 14,565

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

該当

① サ ー ビ
ス 担 当 者
会 議 へ の
参 加 回 数
及 び 講 演
会 の 開 催
回数
② 介 護 支
援 専 門 員
へ の 助
言 、 技 術
的 支 援 に
携 わ っ た
回数

処 遇 困 難
ケ ー ス の
サ ー ビ ス
提供回数

方向性：ケアプラン点検事業を本年度から全ての事
業所を対象に実施している。過剰なサービス利用な
どをなくし給付費の適正化、効率化を図ることを目
指している。

有効性 効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

08-03-05

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

補助
事業

ケアマネー
ジャー・ケアプラ
ン作成支援事業

給付
事業

□

5,753

努力義務的

対象 市内の居宅介護支援事務所

市 内 の 居
宅 介 護 支
援 事 業 者
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

地域の介護支援専門員のケア
プラン作成の技術指導、サー
ビス担当者会議の開催支援等
を行う。

5,753

□

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

自立生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

基本事業番号・名 08-03健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

14 75 4,693 4 3 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 11 81 4,433

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 29 48 4,131

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,606 2,006 69 5 3 4

介護福祉課長
田中　潤

□ ■ （ 人 ） （ 回 ） （ 世 帯 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

（市）通所入浴事業補助金交付要綱 □ 特財の廃止（予定含） 1,546 2,055 45

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 世 帯 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 1,437 2,188 52

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 世 帯 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 0 0 － － －

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 0 0

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

191 183 95.8 3 4 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 192 178 92.7

■ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ ■ 192 181 94.2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ ％ ）

08-03-12

方向性：市営シルバーピアは残り1世帯で減となっ
たが、都営シルバーピアは平成27年度から南町都営
一丁目シルバーピアの整備が着手され、今後、40戸
が整備されることとなる。

小平市 東村山市 清瀬市

整 備 世 帯
数

入 居 世 帯
数

入居率

前年度において

示した方向性

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

シルバーピア管理
事業

要綱等

19,146 5,405 13,741 1,108 20,254

給付
事業

■ 該当

要綱等 平成26年度東久留米市シルバーピア生活協力員家賃助成要綱

意図
公的な高齢者世話付住宅を提
供することで、高齢者の住宅
ニーズに応えること。

補助
事業

5,405 12,735 1,050 19,190

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

指定管理 その他（　助成金交付 ）

19,460 5,801 13,659 1,126 20,586

（都）東京都シルバピア事業運営要綱、（市）東久留米市高齢者福祉住宅条例及び同施
行規則　　（市）平成26年度東久留米市シルバーピア生活協力員家賃助成要綱

18,140

(国)高齢者の居住の安定確保に関する
法律及び同施行規則

対象
①市営シルバーピア・リベー
レほんむら居住者
②都営シルバーピア居住者

手段
・

内容

生活協力員を配置し、団らん
室の管理、居住者の安否確認
を行う。

評価：市営シルバーピア1世帯（残り1世帯）と、都
営シルバーピア生活協力員が退去となったため事業
費減となった。

現状維持
28年度以降

方向性
拡大

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性

543 8,201

8,810 1,822

28年度以降
方向性

方向性：経管栄養や気管切開等により訪問入浴でき
ない高齢者の心身の健康管理のため大切である。介
護保険法の適用をうけないサービスであるが、身体
機能を維持し、社会参加を促進するため、必要な事
業である。
行財政改革アクションプラン３（２）補助金の適正
化に向け検討中

手段
・

内容

評価：認定されなくても日常生活に支障のある高齢
者に対し、福祉用具を支給することで在宅での自立
した生活を支援できている。なお、近年、実績はな
い

現状維持

清瀬市

7,193 3,596

3,510 3,511

3,597

0

7,736

524 7,545

543

0

自立支援会議において福祉用
具の給付が必要とされた自立
高齢者に対して手すり、便
座、杖等を支給。東京都高齢
者社会対策区市町村包括補助
事業に基づき、実績額の２分
の１が補助される。

0

7,658

小平市

08-03-11

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

高齢者自立支援福
祉用具事業
（日常生活用具給
付費）

給付
事業

■

□ 該当

要綱等

要綱等
（市）高齢者自立支援日常生活用用具等給付
事業実施要綱

その他（　　　　　　　  ）

努力義務的

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

東村山市

指定管理

該当

その他（　　　　　　　  ）

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）高齢者自立支援日常生活用用具等給付事業実施要綱

自主的

西東京市

日常生活に支障のある高齢者
に対し、福祉用具を支給する
ことで在宅での自立した生活
を確保する

福 祉 用 具
支給者数

福 祉 用 具
支給件数

00

0

0

方向性：快適な日常生活を営む上で、福祉用具に補
完は必要な事業である。

有効性

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

意図

0

0

対象

市内に住所を有する概ね65歳
以上の高齢者で要介護認定に
おいて「自立」（非該当）と
認定された高齢者

要綱等

要綱等

要綱等

義務的

意図

訪問入浴が利用できない在宅高
齢者に通所入浴サービスの場を
確保する。利用回数は1人当たり
1週間につき１回とし、補助金の
額は１回3,500円。東京都高齢者
社会対策区市町村包括補助事業
に基づき、実績額の２分の１が
補助される。

小平市 東村山市 清瀬市

現状維持

18,816

8,328 1,718 17,7457,699

介 護 予
防 ・ 生 活
支 援 事 業
の 新 規 利
用者数

要 介 護 認
定者数

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

手段
・

内容

意図

日常生活を営む上で、不便や
不安を感じる高齢者に様々な
サービスを受けてもらう事で
健康と安心、また希望の抱け
る生活ができるよう支援す
る。

前年度において

示した方向性

該当

介護保険法第115条の38第1項、（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施
要綱、（市）生活支援事業運営要綱

西東京市清瀬市

指定管理 その他（補助・助成金 ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

現状維持

達成度

対象

市内に住所を有する高齢者
で、居住・道路環境及び身体
状況等により訪問入浴を利用
できない者

要介護3・
4・ 5の認
定者数

通 所 入 浴
利用回数

通 所 入 浴
を 利 用 し
て い る 世
帯数

手段
・

内容

対象者に通所入浴サービスを
提供している

有効性 効率性

評価：訪問入浴が利用できない在宅高齢者に通所入
浴サービスの場を確保できている。

前年度において

示した方向性

7,021

3,829 3,829

自 立 認 定
者数

現状維持

7,644

08-03-10

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）通所入浴事業補助金交付要綱

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

小平市

08-03-09

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

東村山市

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

介護予防・生活支
援事業

通所入浴事業
（補助金）

要綱等

給付
事業

□ 該当

補助
事業

□

給付
事業

□

対象

市内に住所を有する概ね65歳以
上で、加齢・虚弱・傷病等の理
由や社会的要因により日常生活
を営むのに支障がある者

自主的

方向性：高齢者の人口や世帯の増加が急速に進んで
いるが、配食の利用数は伸びていない。単価設定や
利用に関する周知方法等分析し、29年度に開始予定
である「介護予防・日常生活支援総合事業」に向け
て見直しが必要である。

努力義務的

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：要介護認定で非該当（自立）となった虚弱高
齢者の生活を支えるため生活支援ヘルプ、配食の事
業が介護予防の効果と生活課題の支援に成果を挙げ
ている。

16,027

15,842 8,198 1,616 17,458

16,994

自立支援会議において、対象
者が必要とするホームヘルプ
サービス・配食サービスを提
供。

8,184

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

自立生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

基本事業番号・名 08-03健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,917 29 0.42 5 3 4

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 7,614 26 0.34

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 7,144 25 0.35

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

38 12 50 2 3 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ ■ （ 戸 ） （ 件 ） （ 人 ）

■ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 41 10 53

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 戸 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 34 10 47

近隣市
状況

□ □ ■ □ □ （ 戸 ） （ 件 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

191 40 66.0 － 3 －

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 戸 ） （ 戸 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 192

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 戸 ） （ 戸 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ （ 戸 ） （ 戸 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 11 0.1 3 1 2

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 9 0.1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 3 0.1

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

（国）高齢者の居住の安定確保に関する法律及び同施行規則
（都）東久留米市シルバーピア―事業運営要綱

清瀬市

500 500

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)
評価：市の整備計画の策定のため、東京都との協議
を続け、平成27年3月に策定した。

要綱等

500

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

08-03-15

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
東京都シルバーピア事業の整
備基準により、65歳以上の高
齢者世話付住宅を整備する。

既 存 の シ
ル バ ー ピ
ア戸数

新 設 予 定
戸数

市 地 域 高
齢 者 住 宅
計 画 か ら
算 出 し た
整 備 充 足
率

南町都営アパート
シルバーピア整備

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

都営南町一丁目アパートの整
備に伴い、東京都に40戸のシ
ルバーピアを整備してもら
い、市で管理運営する。

高齢者向け優良賃
貸住宅家賃助成事
業

要綱等

補助
事業

■ 該当

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
高齢者の居住安定の確保のた
め、都営住宅の建替えに伴
い、住宅を確保する。

指定管理 その他（手当支給  ）

1,015 1,015 111 1,126

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　日野 国立　　  ）

08-03-14

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的
（国）高齢者の居住の安定確保に関す
る法律及び同施行規則

対象
都内在住3年以上の60歳以上
の高齢者

補 助 世 帯
数

入 居 者 希
望件数

入居者数

（国）高齢者の居住の安定確保に関する法律
（市）東久留米市ひとりぐらし高齢者住宅手当支給要綱

1,120 1,120 122 1,242

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

申請による適合者に、年3回
（7，11，3月）の手当支給を
する。

評価：対象者は、非課税の民間住宅に単身で居住し
ている者と限定されており適切な範囲である。

要綱等

1,082 1,082 118 1,200

給付
事業

■

08-03-13

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
ひとりぐらし65歳以上の高齢
者（非課税）で民間賃貸住宅
に居住している者。

単 身 高 齢
者数

受給者数
受給者数/
単 身 高 齢
者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

ひとり暮らし高齢
者住宅手当助成事
業

該当

要綱等 （市）東久留米市ひとりぐらし高齢者住宅手当支給要綱

意図
民間賃貸住宅の居住者の負担
軽減を図る。

方向性：住宅に困窮する高齢者を対象とした有効な
制度として継続したい。

246 13,197

有効性 効率性 達成度

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

方向性：東京都の整備は、平成27年度当初に建設着
工し、平成28年度中期に完成予定とされているた
め、市で生活協力員の体制と事務室・団らん室・相
談室の整備を行う。

小平市 東村山市

その他（　　　　　　　  ）

500

前年度において

示した方向性
アウトソー
シング

28年度以降
方向性

アウトソーシ
ング

西東京市 その他（都内新設は17年度以降無）

評価：リベーレほんむらの旧高齢者福祉住宅からの
特例入居者は当初の12戸から6戸に減少し、1戸の借
上げを廃止した後、東京都より追加認定を受けたた
め19戸の管理となった。

該当

要綱等

意図
公的住宅として、高齢者向け
住宅を確保することで、高齢
者のニーズに対応する。

方向性：リベーレほんむらの旧高齢者福祉住宅から
の移行は、入居者の退去等により順次縮小の方向と
なる。

指定管理 その他（　補助金交付  ）

16,579 4,386 2,336  4,681 5,176

手段
・

内容

高齢者向け優良賃貸住宅とし
て認定を受けた、こもれび滝
山公園（27戸）、リベーレほ
んむら（19戸）に対する家賃
補助

（市）平成26年度東久留米市高齢者向け優良賃貸住宅補助金
交付要綱

（国）平成26年度社会資本整備総合交付金交付要綱、（都）東京都高齢向け優良賃貸住宅
補助交付要項、（市）平成26年度東久留米市高齢者向け優良賃貸住宅補助金交付要綱

12,951  2,497 3,203

315 16,894

13,276 4,713 2,430  2,611 3,522 252 13,528

給付
事業

□

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度26年度)

4,782 2,469

2,283

2,012 1,006

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

努力義務的

3,086 1,543

2,282 4,294

08-03-16

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的

方向性：介護保険の住宅改修では、カバーできない
部分の改修（リフォームではない）及び要支援状態
を予防する上で必要な事業である。

その他（　　　　　　　  ）

評価：住宅改修が必要な高齢者を対象に、保険給付
が対象としていない浴槽の取替等のサービスを提供
することにより、日常生活の自立支援に役立ってい
る。

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

1,543

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

自 立 支 援
の 住 宅 改
修 利 用 者
数

住 宅 改 修
利 用 者 数
/65歳以上
の 高 齢 者
の割合

手段
・

内容

有効性 効率性 達成度

対象

高齢者自立支援住
宅改修事業
（給付費）

要綱等

給付
事業

■ 該当

要綱等
（市）高齢者自立支援住宅改修給付事業実施
要綱

意図

保険給付の対象範囲は、手す
りと段差解消、床材等の変更
である。前記以外のニーズが
発生した場合に住宅改修費を
給付する小平市 東村山市 清瀬市

①浴槽取替工事②流し・洗面
台の取替工事③便器の洋式化
等の工事を対象とし、各々
379千円、156千円、106千円
を限度に1割負担で出来るよ
うにする。東京都高齢者社会
対策区市町村包括補助事業に
基づき、実績額の２分の１が
補助される。

1,006

3,306

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

2,203 5,289

指定管理

前年度において

示した方向性

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）高齢者自立支援住宅改修給付事業実施要綱

1,023 511

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

自立生活への支援

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

基本事業番号・名 08-03健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 615 85 3 5 4

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 16,512 85

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 28,875 17,594 85

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 20 5,240 3 3 3

介護福祉課長
田中　潤

■ □ （ 人 ） （ カ 所 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 22 5,008

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ カ 所 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 28,875 28 7,193

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ （ 人 ） （ カ 所 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

10,848 未把握 0 － 5 －

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4,033 4,033 1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,245 2,245 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □
（ 80歳 以
上 ）

（ 80歳 以
上 ）

（ ）

23,885

市内に居住する６５歳以上の
高齢者

手段
・

内容

社会福祉協議会に登録した団
体が行うミニデイホームに対
し、補助金を交付することで
ミニデイホームの活動を支援
する。東京都高齢者社会対策
区市町村包括補助事業に基づ
き、実績額の２分の１が補助
される。

評価：高齢者は、外出の機会が確保され近所の顔見
知りや仲間づくりの機会となっている。地域の支え
合いや住民相互の安否の確認が容易になっている。

補助
事業

932

417 418

835

100 935

417 418

31,846

5,971 2,986 11,942 2,986 35,042 58,927

要綱等

ミニデイホーム支
援事業
（社会福祉協議会
補助金）

要綱等
（市）ミニデイホーム支援事業補助金交付要
綱

西東京市

ミ ニ デ イ
ホ ー ム に
参 加 し た
延べ人数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持根拠
法令
等

対象

08-03-18

方向性：一人ぐらしの高齢者が、身近な地域で暮ら
すために、地域の支え合いの仕組みとして必要な事
業である。

小平市 東村山市 清瀬市

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

補 助 団 体
数

その他（　　　　　　　  ）

意図

定期的な集まりへ参加するこ
とにより、近所の顔見知りを
増やし仲間づくりの機会とな
る他、住民相互の安否確認が
容易になる。

835 417 418 97

100

指定管理 その他（補助・助成金 ）

介護福祉課
介護サービス係

給付
事業

（都）高齢社会対策区市町村包括補助事業実施要綱
（市）ミニデイホーム支援事業補助金交付要綱

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度１４年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

□ 該当

該当

50,537

効率性

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性

評価：被保険者の介護予防を推進するとともに、要
介護状態になっても地域において日常生活を円滑に
営むことができるよう支援している。介護予防は、
体操教室等の実施に取り組みんでいる。介護予防の
対象者は、平成25年度に対象者把握事業を実施して
いる。

18,691 4,673

対象 65歳以上の高齢者

要 介 護
（ 支 援 ）
認 定 を 受
け て い な
い 65歳 以
上 の 高 齢
者

9,346 2,336

08-03-17

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

介護保険地域支援
事業

給付
事業

□

□ 該当

生 活 機 能
評 価 参 加
人 数 、 介
護 予 防 特
定 高 齢 者
事 業 参 加
人 数 、 介
護 予 防 普
及 啓 発 事
業 参 加 人
数

要 介 護
（ 支 援 ）
認 定 を 受
け て い な
い 65歳 以
上 の 高 齢
者/65歳以
上 の 高 齢
者の割合

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

意図

高齢者が要介護（支援）状態
になるのを防ぎ、また住み慣
れた地域で快適な生活を続け
ることを目的とする。

東村山市

手段
・

内容

生活機能評価、二次予防事
業、介護予防普及啓発事業
（パンフレットの配布、講演
会の開催、筋力向上教室、認
知症予防教室等）、地域包括
支援センター運営委託事業

小平市 清瀬市

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

（国）介護保険法、地域支援事業実施要綱、介護予防事業、（市）介護保険条例

努力義務的自主的

08-03-19

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
７５歳以上の独居高齢者およ
び高齢者のみ世帯

補助
事業 手段

・
内容

平80歳以上の１人暮らしの方
を対象とし、平成25年からは
戸別訪問は実施せず、民生委
員への協力要請と包括支援セ
ンターや各地区センター等に
おいてパンフレット配布を行
う。

小平市 東村山市 清瀬市

高齢者を熱中症等
から守る緊急対策
事業

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

（都）高齢者を熱中症等から守る緊急対策実施要綱

給付
事業

該当

要綱等

夏季の熱中症危険度が増加し
たため、都の緊急対策によ
り、高齢者の健康を守る取り
組みとして実施

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

□

□

要綱等

熱 中 症 を
起 因 と す
る 高 齢 者
相 談 、 通
報の数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

82 140

意図

0
評価：熱中症を予防する知識の普及啓発が定着して
きている。熱中症対策として啓発活動の効果があ
る。

 
 
 
 
 
 

0 0 82 82

方向性：個別訪問を取りやめ、パンフレットの個別
配布に変更したため、今後は熱中症患者の発生の動
向を注視する。

75歳 以 上
の 独 居 お
よ び 高 齢
者 の み 世
帯の数

配布戸数

0

達成度

58 58

79 79

有効性 効率性

現状維持

現状維持

2,336

現状維持

13,146

方向性：Ｈ29年度に開始予定である「介護予防・日
常生活支援総合事業」に向けて見直しが必要である
ため、検討していく。

達成度

3,287 1,643 1,643 6,573 21,401 34,547

有効性

935

835

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


